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研究成果の概要（和文）： 本研究の目的は、子ども・子育て支援事業計画および次世代育成支援行動計画記載
事業の利用者評価の実施及びその体制を自治体で定着させることである。そのために、(1）利用者評価ツールお
よび評価方法の改良、（2）全国自治体への利用者評価に関する実態調査の実施とその分析、（3）利用者評価体
制と評価結果活用体制の検討を行った。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to establish the user evaluation system of the 
child and child-rearing support project plan and the next-generation development support action plan
 description project in the local government. For that purpose,   (1) improvement of user evaluation
 tools and evaluation methods, (2）implementation and analysis of fact-finding surveys on user 
evaluations in all local governments, and (3) was examined the construction of user evaluation 
system and evaluation results utilization system

研究分野： 社会福祉学

キーワード： 子ども家庭福祉　児童福祉　利用者評価　開発的研究　子育て支援　計画評価
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研究成果の学術的意義や社会的意義
子ども家庭福祉分野の利用者評価の重要性については、20年以上前から指摘されているが未だ十分に実施されて
いない。そこで本研究では、自治体における子ども家庭福祉分野の利用者評価の実施体制について研究を行っ
た。利用者評価ツールについては開発したツールを再度見直し、より汎用性の高いものを目指した。また利用者
評価に関する地方自治体への全数調査を行い、利用者評価の現状や課題を明らかにした。自治体によって利用者
評価への考え方、取り組み方にはかなりの違いがあり、自治体の事情に応じた利用者評価体制や評価結果の活用
の仕組みが必要である。本研究から自治体での利用者評価定着のための課題がより明確になった。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 

１．研究開始当初の背景 

 「利用者主体」の福祉サービス提供には評価が重要であり、利用者評価がその一翼を担うこと
はこれまでにも指摘されてきた 1‐3｡平成 27（2015）年度以降も継続が決まった次世代育成支援
行動計画の策定指針においても「利用者の視点に立った柔軟かつ総合的な取組が必要」、「サービ
スの質を評価し、向上させていくといった視点から、人材の資質の向上を図るとともに、情報公
開やサービス評価等の取組を進めることが必要」と明記されており、利用者評価を支持するもの
と解釈できる｡子ども家庭福祉領域ではその重要性が 15 年以上も前から指摘されてきた 4。しか
しながら、これまで十分な取り組みがなされていない 5｡市レベルで利用者に対してアンケート
を試みているものもあるが、未だ利用者評価の実施そのものが少ない｡評価の必要性の認識の低
さや評価ツール・実施方法等が不明確で取組方法がわからないこと等が影響していると考えら
れる。また、平成 27（2015）年 4 月より、子ども・子育て支援新制度（以下、新制度）が開始
された。新制度では、地域の子ども・子育て支援の充実が柱の一つであり、より子育て家庭が安
心して地域で子育てをできるようになる体制が求められる。そのためには、「利用者の視点」は
ますます欠かせないと考えられる。 

研究代表者は、これまでも利用者評価に関する研究を進めており、兵庫県伊丹市を中心とした
近隣市と連携し（以下、近隣市）、次世代育成支援事業や地域子ども・子育て支援事業の利用者
評価を行い、評価結果を次世代育成支援対策地域協議会等で検討し、次年度事業に活かす体制づ
くりを行ってきた。利用者評価ツールの開発も行い、近隣市以外の市や他の研究者から問い合わ
せがあるなど、関心の広がりもあった。しかしながらまだ課題も多い。利用者評価を普及するた
めには、１）近隣市において利用者評価実施はある程度の定着が確認できたものの、研究者の支
援なく市自らで実施できる体制とまでは言えないこと、２）継続的に評価を行ってきたが、近隣
市自らが評価実施に必要な予算を獲得するまでには至っていないこと、３）PDCA サイクルの
中で評価結果をうまく活用できていないこと、４）近隣市がより積極的に利用者評価体制および
評価結果の活用体制の構築を行い、その成果を近隣市以外に広報することで、他の自治体の利用
者評価への理解・認識を高めていく必要があること、の大きく 4 つの課題に取り組まなければ
ならない。より詳細な手続きで普及に向けた具体的な準備を積み上げていくことが求められる
と言える。 

 

２．研究の目的 

 以上の研究背景から本研究の目的は、子ども・子育て支援事業計画および次世代育成支援行動
計画記載事業の利用者評価を自治体で定着させるための、（1）利用者評価ツールおよび評価方法
の改良を行い、（2）定期的かつ計画的に利用者評価を実施できる体制の構築をし、さらに、（3）
評価の結果を上記計画の進捗状況の確認および評価に活用し、利用者評価を PDCA サイクルに
組み込む仕組みを作ることである。地域子ども・子育て支援は、乳幼児から学齢期に至る子育て
家庭にとって不可欠なものであるが、最も身近な利用者の手によって実施される利用者評価が
充分に行われ、市レベルでひろく定着しているとは言い難い。そこで、本研究では自治体が安定
した利用者評価が行える評価体制の構築および、PDCA サイクルに利用者評価結果を活かす仕
組みを作り、その普及を目指すものである。 
 

３．研究の方法 

 本研究は、次世代育成支援行動計画及び子ども・子育て支援事業計画記載事業の利用評価ツー
ル・方法の改良、利用者評価体制の構築、評価結果の活用体制構築を目的として、修正デザイン・
アンド・ディベロップメント（以下、M－D＆D）の手法 6､7に基づいて、5 年間で行った（当初
3 年間の予定であったが、研究代表者の育児休業取得のため中断期間が生じ、2 年延長した）。具
体的には、（1）利用者評価実施・評価ツール・評価体制等に関する全国実態調査、（2）利用者評
価ツールと評価方法の再検討、（3）評価体制構築と評価結果活用体制構築に向けた検討、（4）利
用者評価体制ならびに評価結果の活用体制のモデルの作成である。 
 
４．研究成果 
（1）利用者評価実施・評価ツール・評価体制等に関する全国実態調査 
利用者評価実施状況、評価ツール、評価体制等について、市町村（特別区含む）全数（1741 件）

の子ども・子育て支援事業計画を担当している部局の責任者 1 名を対象に、自記式質問紙調査
（「子ども・子育て支援事業計画等の評価に関する実態調査」）を行った。質問項目については、
自治体の基礎情報、子ども・子育て支援事業計画と一体的に策定している計画、計画策定・推進・
評価の部局、利用者評価の実施有無・頻度等をたずねた上で、利用者評価に関する詳細な現状や
必要度についてたずねた。また今後のヒアリング調査への協力有無についてもたずねた。調査お
よび結果の概要は次のとおりである。 
① 研究の対象：全国 1741 市町村（特別区含む）。 
② 調査の方法：郵送法による自記式質問紙調査。 
③ データ収集方法：研究協力依頼文・質問紙・同意撤回書・返信用封筒を一式として封入し



た 封筒を、本計画を管理する部署に送付し、本計画等を担当している部局の責任者 1 名に
回答を依頼した。質問紙への回答をもって同意を得たものとし、回答した質問紙は返信用
封筒で、郵送にて返信を依頼した。調査は、研究代表者の所属する研究倫理委員会の承認
を得たうえで実施している。 

④ 質問内容：自治体の基礎情報、回答者の属性、計画策定・実施・評価の体制、地方版子ど
も・子育て会議、利用者評価に関する「現状」と「重要度」に関する設問等。 

⑤ 用語の定義：本研究では利用者評価についてたずねる際、以下の定義とともに下図を明記
した。  

 
 
 
 
⑥ 調査期間：2020 年 3 月 3 日～4 月 30 日。 
⑦ 結果概要：回収数 278 件（16.0%）、有効回答数 273 件（15.7%）。 

 回収率が低いため、結果の解釈には注意が必要である。 
回答した自治体の種別としては市が最も多かったが、全国の政令市数 

・特別区数・市町村数の割合でみると、政令市と特別区がそれぞれ約 
3 割、次いで中核市も含めた市で約 2 割であり、町や村については 1 割 
程度の回収率であった。一方で人口では 5 万人未満で約 5 割、18 歳未 
満人口では 1,000 人未満で約 4 割、出生数では 500 人未満が 6 割弱となっており、比較的人口
規模の小さい自治体からの回答が多い結果であった。また約 8 割は他の計画との一体的な計画
策定をしており、多くの自治体で複数の計画との整合性が加味されていた。このことから、本計
画の位置づけが計画体系の中である程度明確化されていると捉えることができる。 
 計画の推進や評価の体制では、推進・進行管理・評価に関して多くの自治体で本計画に文章と
して記載がなされていることが明らかとなったが、その内容は一般的な表現であり、具体的な体
制や評価結果の公表の方法等について記載している自治体は少ない傾向にあった。必ずしも計
画に詳細まで記載する必要性はないかもしれないが、PDCAサイクルによって進行管理を行い、
よりよい計画としていくためには具体的な体制や方法についてもう少し地域の人にわかりやす
い記載も必要と考える。 
 利用者評価に関する「現状」と「重要度」に関する設問では、「重要度」では、全体的に「と
ても重要」「重要である」の回答割合が高かった。利用者評価の実施方法や体制に関する設問で
は、「現状」と「重要度」で上位項目が異なっていた。「重要度」および「差」では、事務作業量
軽減や担当者の異動後の引継ぎや異動後も変わらない評価の実施が上位に来ており、業務の負
担感や引継ぎの難しさを感じている結果の表れとも捉えられる。 
 本計画の指標や理念に関しては、「現状」も「重要度」も上位項目は同じような傾向にあった
が、「重要度」では住民の意見と取り入れる方法や仕組みが、「差」ではこれに加えて、子どもの
意見を取り入れる方法や仕組み、住民への児童の権利条約や子どもの最善の利益周知が上位に
来ており、今後の検討すべき課題の一側面であると考えられる。つまり、計画の PDCA サイク
ルの中で、ある程度住民や利用者へのアンケート調査等の評価を行っている傾向にあり、また地
方版子ども・子育て会議においても利用者評価に関わる内容が議事としてあがってはいるが、ま
だ「利用者視点」や「子どもの視点」などの当事者視点については、重要と考えているほどには
取り入れられていないものと考えられる。 
 利用者評価としてたずねている内容については、「現状」と「重要度」で上位項目の順位が入
れ替わるものの、満足度や周知度等で同じ項目であった。「差」のあった項目を見ると、申込の
手続きやスタッフの接し方等の具体的な内容であり、サービスへの接近性や利便性と捉えるこ
とができる。これら項目については重要と考えているほどには実際には実施できていない可能
性があることが明らかとなった。 
  
（2）利用者評価ツールと評価方法の再検討 
 利用者評価ツールについて、研究代表者が利用者評価ツールを開発して以降に行われた研究
について文献検討を行ったが、研究代表者の開発した利用者評価ツールに項目を加えて分析し
たものはあったが、子ども・家庭福祉分野での新たな利用者評価ツール開発に関する先行研究は
見当たらなかった。現行の利用者評価ツールについては、共通項目についての文言の微調整を行
った。また、地域子ども・子育て支援事業やその他、子ども・子育て支援事業計画に記載されて
いる事業の中で、本ツールの使用が可能な事業を検討し、さらに必要に応じてどこまで文言変更
や項目追加等が可能かも検討を行った。評価方法については、対象者の選定・数、実施のタイミ
ングなど実施にあたって具体的な事柄を再度検討した。 
 
(3) 評価体制構築と評価結果活用体制構築に向けた検討 

 当初の計画では、研究代表者、分担研究者、研究協力自治体の担当者で評価体制構築および評
価結果活用体制構築に向けた検討会を開催する予定であったが、研究代表者に研究中断期間が
生じたこと、その後のコロナ禍等さまざまな理由で検討会の開催が難しかったことから、研究代
表者と研究分担者で検討を行った。その際、（1）の実態調査の結果とともに研究協力自治体の一

住民：利用者に限らず住民（市民）全体を指す（子どもも含む） 

利用者：該当事業の利用者に限定される（利用している子どもも含む） 

※一部に子どものみを取り出して質問している場合がある 

住民 

 

 

 

子ども 
利用者 
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関係イメージ図 



部から意見を聴取した。（1）の全国実態調査からは、すでに利用者評価体制がある程度構築され
ており、安定的な評価を実施している自治体や量の確保方策決定のためのニーズ調査以外に特
に利用者への意見聴取や評価を実施していない自治体など、自治体の規模、考え方、予算等さま
ざま事情からかなりの違いがあることが推察された。研究協力自治体は、利用者評価体制がいず
れもある程度構築されており、これから利用者評価体制を作っていく自治体に対してそのノウ
ハウを伝え、具体的にそれらを生かしていくためには、より詳細な聴き取りをしたうえで、予算、
人員等の各自治体の状況も加味した上で検討していくことが必要と考えられた。 
 同様に利用者評価結果活用体制についても、自治体間での違いが大きいことが明らかとなっ
た。また利用者評価を実施している自治体であっても、その評価結果をどのように取り扱うかに
ついては、実態が異なっていることから、この点についても詳細な聴き取りが必要である。 
 
（4）利用者評価体制ならびに評価結果活用体制のモデルの作成 
 （3）で述べたように、自治体によって利用者評価実施についての考え方、実施状況にかなり
の違いあることが明らかとなった。また、利用者評価実施が難しい理由として、利用者評価の重
要性の認識の違い、自治体規模・人員・予算・ノウハウの不足などが挙げられる。以上のことか
ら、以下の基本モデル図をもとに、今後は自治体の各事情に応じたアレンジメントが必要であり、
より実態に即した複数のモデル図を作成していくことが課題と言える。 
 
【利用者評価体制ならびに評価結果活用体制の基本モデル図】 
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